
令和５年度 城陽市水道事業報告書 

 

１ 概  況 

 

（１） 総括事項 

本市の水道事業は、給水人口の減少等により、有収水量は減少傾向が続いています。 

また、依然として企業債の残高が非常に多額で将来への負担が大きく、厳しい経営

状況となっています。 

水道事業ビジョンに基づき、昨今頻発する地震等の災害や施設の老朽化に対応する

ため、今後も管路等の耐震化・更新等を着実に実施していく必要があります。 

 

 

ア 業務状況 

年間配水量、年間有収水量及び有収率の推移は下表のとおりです。 

 

令和５年度の年間配水量は７７４万８，５３２㎥、年間有収水量は７２３万７，０５８㎥で、

それぞれ前年度よりも減少しました。 

有収率は、継続的な漏水防止調査や検針時の漏水早期発見により、引き続き全国平

均の約９０％を大きく上回っていますが、減少傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

年間配水量（千㎥） 8,258 8,106 8,034 7,965 7,904 7,870 7,951 7,906 7,851 7,749

年間有収水量（千㎥） 8,026 7,978 7,913 7,820 7,775 7,622 7,738 7,554 7,387 7,237

有収率（％） 97.2% 98.4% 98.5% 98.2% 98.4% 96.9% 97.3% 95.5% 94.1% 93.4%
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イ 収益的収支の状況 

消費税抜きの総収益は１４億５,８７９万２３３円で、前年度に比べて６５万６,１０５円、率

にして０．０４％の微減となりました。このうち、水道料金収入は前年度に比べて１，８８９

万６,８７１円、率にして１．５％減少しました。 

次に、総費用は１２億６,５２９万７,９８５円で、前年度に比べて８,２７９万１,４９１円、率に

して６．１％減少しました。これは、電力会社に対して国が補助を行い、電気料金が低下

したことによる動力費の減少や、前年度にあった上下水道部庁舎の耐震化のための減

築に伴う除却による特別損失が皆減となったことが主要因となります。 

この結果、収益的収支では１億９,３４９万２,２４８円の純利益（前年度比７３．８％増）と

なりました。 

なお、この純利益は城陽市水道事業及び公共下水道事業の設置等に関する条例第

５条第１項の規定に基づき、全額を減債積立金へ積立てることとしています。 

 

 

ウ 資本的収支の状況 

資本的収入は、消費税込みの総額で４億２，０５６万１，７５９円となり、前年度に比べて

１,７６９万７，７３０円、率にして４．０％減少しました。 

資本的支出は、消費税込みの総額で１０億１,３８８万６,７７９円となり、前年度に比べて

１億７,５２３万６,８０９円、率にして１４．７％減少しました。これは、管路の耐震化事業の

一部を令和６年度へ繰り越したことが主要因となります。 

資本的収入額が資本的支出に不足する額の５億９,３３２万５,０２０円（前年度比２１．

０％減）は、減債積立金取り崩し額１億１,１３５万６,８６２円、資本的収支調整額４，５３０

万２，９５１円及び過年度分損益勘定留保資金４億３，６６６万５，２０７円で補塡しました。 

なお、平成２３年度から平成２７年度にかけ、恒常的な資金不足が生じていた公共下

水道事業会計に対し、収支状況の改善を図るため長期貸付けを行っておりましたが、令

和５年度に２，０００万円の償還を受け入れ、全額償還されました。 

 

 

エ その他令和５年度の特記事項 

令和５年度に城陽市水道事業ビジョンの中間見直しを行い、同ビジョンに掲げる最重

点施策及び重点施策を推進するため、令和６年８月１日から平均約２３％の水道料金改

定を行うこととしました。 

 

 

 

 



オ 水道事業ビジョンの進捗評価 

水道事業ビジョンの最重点施策「基幹管路の耐震性の確保」及び重点施策「浄水場、

ポンプ所の耐震性の確保」の進捗状況は下記のとおりです。 

 

指標 

令和 4 年度 令和 5 年度 令和 9 年度   
前年度 

比較 
(計画 5 年度) (計画 6 年度) (計画最終年度)   

決算 決算 目標   

① 浄水施設の耐震化率 78.2% 78.2% 78.2%   0.0 ﾎﾟｲﾝﾄ  

② ポンプ所の耐震化率 93.3% 93.3% 100.0%   0.0 ﾎﾟｲﾝﾄ  

③ 配水池の耐震化率 77.6% 77.6% 100.0%   0.0 ﾎﾟｲﾝﾄ  

④ 基幹管路の耐震適合率 43.1% 46.2% 70.0%   3.1 ﾎﾟｲﾝﾄ  

 

低区送水管等の布設工事を実施したことで、基幹管路の耐震適合率が増加しました。 

また、水道事業ビジョンに掲げる経営目標については下記のとおりです。 

 

指標 

令和 4 年度 令和 5 年度 令和 9 年度   
前年度 

比較 
(計画 5 年度) (計画 6 年度) (計画最終年度)   

決算 決算 目標   

① 
給水収益に対する 

企業債残高の割合 
 347.7% 349.5% 430.0%   1.8 ﾎﾟｲﾝﾄ 

② 

給水人口１人当たり 

企業債残高 
 58,997 円 58,953 円 89,000 円以下   △44 円 

③ 企業債残高 4,378 百万円 4,335 百万円 6,500 百万円以下   △43 百万円 

④ 料金回収率 108.1% 110.8% 100.0%   2.7 ﾎﾟｲﾝﾄ 

 

企業債については、前年度に比べて各指標に大きな動きはありませんでした。 

また、負担を将来世代へ先送りしないよう、企業債発行額の抑制を平成３０年度策定

の城陽市水道事業ビジョンに掲げていましたが、令和５年度の同ビジョンの中間見直し

において、増加する資金需要に対応するため、その抑制内容を一部緩和することとしま

した。 

料金回収率は動力費の減少等により前年度から２．７ポイント増加しました。 

  



（２） 経営指標に関する事項 

令和５年度決算における経営成績について、経営の健全性を示す経常収支比率は、

前年度に比べて３．２ポイント増加して１１５．３％となり、健全経営の水準とされる１００％

を上回っています。また、料金水準の妥当性を示す料金回収率は、前年度から２．７ポ

イント増加して１１０．８％となり、事業に必要な費用を給水収益で賄えている状況とされ

る１００％を上回っています。 

償却対象資産の減価償却の状況を示す有形固定資産減価償却率は前年度から０．

４ポイント増加して５３．７％となり、当該年度に更新した管路延長の割合を示す管路更

新率は前年度から０．４ポイント減少して１．２％となりました。一方、法定耐用年数を経

過した管路延長の割合を示す管路経年化率は、前年度から０．２ポイント増加して３３．

４％となりました。 

 

   ＜経営指標の推移＞ 

指標 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 
 前年度 

比較 

① 経常収支比率 116.9% 112.1% 115.3%  3.2 ポイント 

② 料金回収率 111.2% 108.1% 110.8%  2.7 ポイント 

③ 

有形固定資産

減価償却率 
52.1% 53.3% 53.7% 

 
0.4 ポイント 

④ 管路経年化率 32.4% 33.2% 33.4%  0.2 ポイント 

⑤ 管路更新率 1.5% 1.6% 1.2%  △0.4 ポイント 

 



損　失　の　部 　 金　　額（円） 利　益　の　部 　　金　　額（円）

1,204,258,263 1,291,287,630

原水及び浄水費 476,828,059 給 水 収 益 1,240,406,630

配水及び給水費 113,918,385 その他営業収益 50,881,000

業 務 費 43,762,288

総 係 費 86,507,891

減 価 償 却 費 443,735,261

資 産 減 耗 費 39,506,379

60,928,361 167,227,179

支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

58,452,240
受 取 利 息
及 び 配 当 金

46,052

雑 支 出 2,476,121 他会計補助金 7,550,000

長期前受金戻入益 145,327,616

雑 収 益 14,303,511

111,361 275,424

過年度損益修正損 111,361 過年度損益修正益 75,966

その他特別利益 199,458

193,492,248

合　　　計 1,458,790,233 合　　　計 1,458,790,233

　（注）消費税抜き金額である。

（令和５年４月１日～令和６年３月３１日）

 営 業 費 用

 当期純利益

 営業外費用

 特 別 損 失

 営 業 収 益

 営業外収益

 特 別 利 益

２　損益計算書



資　産　の　部 負債及び資本の部

12,376,327,769 4,232,306,287

有 形 固 定 資 産 12,329,499,739 企 業 債 4,031,951,084

無 形 固 定 資 産 46,098,030 引 当 金 200,355,203

投資その他の資産 730,000

1,078,137,788

2,657,173,658 企 業 債 303,543,797

現 金 預 金 557,507,599 未 払 金 348,994,955

未 収 金 188,003,753 未 払 費 用 55,720,929

貸 倒 引 当 金 △ 705,442 引 当 金 16,904,000

短 期 貸 付 金 1,850,000,000 その他流動負債 352,974,107

前 払 金 62,200,000

仮 払 金 167,748 2,888,914,268

長 期 前 受 金 7,591,082,518

長期前受金収益化累計額 △ 4,702,168,250

1,438,334,890

自 己 資 本 金 1,438,334,890

5,395,808,194

資 本 剰 余 金 44,960,368

利 益 剰 余 金 5,350,847,826

合　　　計 15,033,501,427 合　　　計 15,033,501,427

　（注）消費税抜き金額である。

 繰 延 収 益

　　金　　額（円） 　　金　　額（円）

（令和６年３月３１日）

 剰　余　金

 資　本　金

３　貸借対照表

 固 定 資 産

 流 動 資 産

 固 定 負 債

 流 動 負 債


